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【事例３】大垣共立銀行 
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本店所在地／岐阜県大垣市郭町３丁目 98 番地 

URL／http://www.okb.co.jp/ 

従業員数／2,910 名（男女比 52％：48％） 

受賞歴等／名古屋市女性の活躍推進企業、経済産業省「ダイバーシティ経営企業 100 選」、日本

生産性本部「ワーク・ライフ・バランス大賞」優秀賞、岐阜県子育て支援エクセレ

ント企業 

（2016 年９月末現在） 

 

ドライブスルー店舗や移動店舗、ATM を活用した各種ゲームサービスの提供や企業の CM 展開

など、全国初となるユニークな取組みを数多く行っている大垣共立銀行では、女性活躍の分野に

おいても、様々な取組みを推進している。 

2007 年、人事部内に「なでしこ事務局」を設置したほか、翌 2008 年には、行員のみならず、

地域の女性のキャリアアップ等を支援する「L’s（エルズ）プロジェクト」を発足させ、女性の

ための商品やサービスの企画・開発・推進、イベント開催などを行っている。 

 

「なでしこ事務局」と「L’s プロジェクト」 

 大垣共立銀行では、従来から、次世代の女

性リーダー育成研修である「21 世紀なでしこ

College」により、女性行員がビジネススキル

やリーダーシップ、マネジメントなどについ

て学ぶ機会を提供していた。2007 年に人事部

内に設置された「なでしこ事務局」は、その

「21 世紀なでしこ College」の参加者の声を

踏まえて生まれたものであり、育児休業中の

女性行員を対象とした交流会の開催や、活躍

している女性行員を紹介する行内通信の作成

など、女性行員が生き生きと働ける職場作り

に向けた各種活動の事務局を担っている。 

 また、翌 2008 年には、業務開発部内に女性

行員９名（内専担者２名）をメンバーとする

「L’s プロジェクト」を発足させた。それま

で、同行の商品開発は男性行員主体で行われ

ていたが、「女性が自ら選び、利用する時代に

なったこと」、「働く女性が増え、マーケット

を牽引していること」、「家庭においても、家

計を握るのは女性が多いこと」、また「銀行に

おいても、女性に支持され、選ばれる商品・

サービスが必要であること」から、女性活躍

に向けた取組みを地域にまで広げ、女性のた

めの商品・サービスの企画・開発・推進を行

う「女性による女性のためのプロジェクト」

としてスタートしたものである（具体的な活

動内容は後述）。 
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仕事と育児・介護の両立支援 

 大垣共立銀行では、子供が３歳になる年度

末まで育児休業を取得することができる。幅

広い選択肢から復帰するタイミングを選べる

ため、一人一人の家庭の状況に合った復職を

可能としている。同行の育児休業取得者は、

2016 年３月末時点で 193 名いるが、上限まで

取得する行員もいるとのことである。 

また、入学式や運動会、授業参観など、子

供の学校行事等への参加のため、年３日まで

子育て休暇を取得することができる。半日単

位の取得も可能となっており、2016 年度は月

平均８回程度の利用がある（延べ取得回数）。 

 また、仕事と介護の両立支援のため、介護

休業は通算 365 日以内まで取得可能としてい

る（法定期間は通算 93 日間以内。短時間勤務

は介護休業期間と通算して３年間利用可）。 

 

コース転換制度とキャリア転換制度 

 女性行員が管理職を目指したい場合に、一

般職から総合職に転換することができる「コ

ース転換制度」が用意されている。総合職か

ら一般職への転換も可能であり、直近５年間

で見ると、４名が一般職から総合職へ、２名

が総合職から一般職へ転換している。 

 また、育児・介護などのライフステージに

応じてアシスタント（パートタイマー）勤務

に転換し、その後、落ち着いた段階で行員（正

社員）として転換前と同一資格（※）で復帰

できる「キャリア転換制度」がある。この制

度は、元々仕事と育児の両立を支援するため

のものであったが、2015 年 10 月から介護も

対象となり、今後は、男性行員の介護離職防

止への効果も期待されている。直近５年間で

は、31 名が育児を理由に行員からアシスタン

トへ転換し、内７名が行員へ戻っているほか、

３名が介護を理由にアシスタントへ転換して

いる。 

 

※子供の小学校入学までは、転換前と同一資

格で復帰可能。2015 年にキャリア転換制度

の対象を「子供の中学校入学まで」に拡大

したが、小学校入学後に復帰する場合は、

初期資格（採用時の資格）での復帰となる。 

 

「なでしこ事務局」による育休者サポート 

 育児休業中の女性行員の不安や悩みを解決

するため、前述の「なでしこ事務局」が中心

となり、様々な取組みを行っている。 

 その１つが、育児休業中の女性行員の交流

の場として年１回開催される「なでしこネッ

ト」である。ここでは、子育て・食事・健康

等、不安や悩みの原因となるテーマに関する

セミナーが実施されるほか、同じ境遇に置か

れた女性行員同士の情報交換の場ともなって

いるため、長期間職場を離れている女性行員

にとっては、不安解消につながっている。 

なお、「なでしこネット」には託児サービス

があり、子供を連れて参加することもできる

ほか、「なでしこネット」に参加できなくても

行内の情報を伝えることができるよう、生き

生きと働いている女性行員を紹介する「なで

しこ通信」を年２回作成し、送付している。 

 さらに、育休中の女性行員からの要望や質

問等も踏まえ、３か月に１回のペースで、育

休便り「めばえ」を作成し、行内のニュース

や自己啓発のための資格試験案内、復職した

先輩女性行員の体験談などを紹介している。 

 

復帰時の「ならし期間」の設置 

 育児休業から復帰する際の不安解消や、保

育園への送迎といった生活環境の変化に配慮

し、復帰後１か月は復帰研修と位置付け、人

事部付のまま通いやすい店舗で業務を行う

「ならし期間」を設けている。 

研修後は、居住地域や保育園の場所等の個

別事情を踏まえて配属を決定するが、そのま

ま通いやすい店舗に配属となるケースが多い。
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「L’sプロジェクト」の活動 

（1）女性のための商品開発 

2008 年３月に発足した「L’s プロジェクト」

により、エステや美容整形（商品名「Bi‐

sket」）、資格取得や習い事（商品名「Star‐

Day」）、不妊治療（「Futari‐de」）、等を目的

とした女性専用ローンが開発されている。 

一方、これらの商品は、一定の需要はある

ものの、中には銀行が積極的に推進できない

ものもある。そのため、顧客が気軽に手に取

ることができるよう、リーフレットは商品性

が強く出ないデザインに工夫されている。 

さらに、若い女性にも同行が提供する商品

やサービスを知ってもらいたいという思いか

ら、「女性（あなた）を笑顔にする本」を作成

している。ここでも、本の前半は女性の関心

が高い「美」に関する情報を特集しつつ、後

半で「お金の問題」を解決するためのヒント

となる情報を紹介し、そこに同行の商品やサ

ービスを関連付けて紹介するといった、女性

の視点を活かしたきめ細かな工夫がなされて

いる。 

 

（2）会員制サービス「L’s クラブ」 

2011 年８月、女性のための会員制サービス

「L’s クラブ」を発足させた。同サービスの

会員には、定期預金の金利上乗せ、メンバー

ズセミナーへの参加、健康や食生活・子育て

等に関する相談サービスといった特典がある。

また、会員およびその同伴者を対象としたツ

アーの企画なども行われている。 

なお、幅広い年代が会員となっているが、

割合としては 30 代から 40 代の女性が多くな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

「Bi‐sket」 「Star‐Day」 「Futari‐de」 

 

各種ローンのリーフレット 
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「女性（あなた）を笑顔にする本」（一部抜粋） 
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（3）イベント・キャンペーン 

「L’sプロジェクト」の活動をより多くの

地域の女性に知ってもらいたいという思いか

ら、著名人を招いたトークショー、託児サー

ビス付きのワーク・ライフ・バランスに関す

るセミナー、フォトコンテスト等のイベント

のほか、家族で参加できるキャラクターショ

ーなどを定期的に開催している。2016 年 11

月に開催した女性向けイベント「L’sときめ

き☆きらめきフェスタ」には、女性を中心に

約 1,000 人が来場し、賑わいを見せた。 

また、2008 年以降、毎年ピンクリボンキャ

ンペーンを実施している。2016 年 10 月のキ

ャンペーンでは、大垣共立銀行グループ全職

員がピンク色のシャツやブラウスなどを着用

する「ピンクリボンデー」を実施したほか、

本店ビルのライトアップ、一部店舗における

乳がん触診モデルや乳がん関連書籍等の設置、

啓発グッズや関連資料の配布活動などを行っ

た。この関連資料の配布活動については、愛

知県の春日井市から声がかかり、一部のエリ

アでは春日井市との合同活動になったとのこ

とであり、銀行の取組みが地域に波及した好

事例の１つと言える。 

このほかにも、「女性の健康週間 2015 in ぎ

ふ」、「女性のカラダ妊娠・出産スタート day」

といった地域のイベントへの協賛・協力、地

元の短大が主催する「こども祭り」への参加

など通じて、他者との連携活動にも積極的に

取り組んでいる。 

 

 

（4）防災冊子の制作 

「家庭内で防災について話し合うきっかけ

になれば」との思いから、岐阜県の防災課と

大垣女子短期大学のデザイン美術科の協力を

得て、2015 年３月、小冊子「おうちできちん

とぼうさい」を制作した。 

この冊子は地域で評判となり、発行後、自

治体や団体など各方面から「防災活動に使い

たい」と想定を超えた問い合わせがあった。

そこで、大垣共立銀行から自治体等に同小冊

子が寄贈され、小学校入学時に児童に配布さ

れるなど、その活用場面は地域全体に広がり

を見せている。この活動も、銀行の取組みが

地域に波及した好事例の１つである。 

 なお、大垣共立銀行では、2012 年９月、全

国初となるキャッシュカード・通帳が不要な

手のひら認証 ATM を導入しているが、災害時

の現金引出しに有効であることから、防災冊

子にこの ATM についても掲載し、地域住民へ

の周知を図っている。 

 

（5）女性向け情報紙の発行 

 大垣共立銀行では、1997 年４月から、同行

の旬な話題を掲載した情報紙「パディントン

TIMES」を発刊しているが、「L’sプロジェク

ト」の発足を機に、2008 年４月から、同プロ

ジェクトの活動を含む女性に役立つ情報をカ

ラーでわかりやすく掲載した「パディントン

TIMES Ladies」を発刊している。 

当初、店頭ロビーやキャッシュコーナー等

で配布されていたが、2015 年９月に同行のウ

ェブサイトへの掲載が開始されたため（創刊

号以降の全号を掲載）、現在は、パソコンやス

マートフォンなどでいつでもどこでも読むこ

とが可能となった。
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防災冊子「おうちできちんとぼうさい」 「パディントン TIMES Ladies」 

 

 

 

 

（左から加藤調査役、所担当部長、葛西調査役） 

 

2010 年４月に「L’s プロジェクト」の専任

担当となり、現在は、同プロジェクトの２代目

担当部長を務めています。 

入行後は、配属された店舗で窓口業務や渉外

業務、預かり資産を担当するマネープランナー

等に携わってきました。そこでは、既存の商品

やサービスをご案内していましたが、「L’s プ

ロジェクト」は、商品やサービスを生み出す側

です。経験したことがない業務にはじめは戸惑

いましたが、OKB は、トライ＆エラーの風土 

があり、様々なことにチャレンジさせてもらっています。 

 しかし、私たちの開発した商品の中には、積極的に推進しづらいものも含まれます。そのため、

リーフレットを女性のお客様が気軽に手に取っていただけるデザインにしたり、女性を対象にし

たイベントや他媒体などを利用して、お客様に OKB の女性のための商品やサービスを知っていた

だく工夫をしています。 

 地域金融機関には収益力の向上が求められていますが、人口減少や長引く低金利の影響等もあ

り、収益に直結する商品を開発するのは難しくなっています。お客様目線を大切にする OKB の取

組みを地域のお客様にお伝えするとともに、お客様の共感を得られるような新しい商品やサービ

スをお届けして、OKB のファンを増やしていきたいです。 

 

業務開発部 L’s プロジェクト担当部長 所 紗也香 氏 

女性行員の声 
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 OKB では、2012 年から 2014 年の間に出産した女性行員は 197 人いますが、その中で、育児を

理由とした離職者は４人（全体の２％）にとどまっています。反対に、主任以上へキャリアを

伸ばした女性行員は、2012 年の 253 人から、2015 年には 291 人まで増加しました。 

 OKB の育児休業制度は、幼稚園入園のタイミングに合わせて、子供が３歳になる年度末まで取

得可能としています。中には、第１子の育児休業期間内に第２子が生まれ、休業期間が４～５

年に及ぶ行員もいます。 

 一方、「コース転換制度」についてはまだまだ利用が少ない状況であり、OKB の行動計画にお

いて、2016 年度から 2018 年度までの３年間の累計利用者数を、過去３年間（2012 年度から 2014

年度）の累計利用者数の 10 倍以上とすることを目標に掲げています。 

 また、行動計画では、2018 年度末の女性の係長以上の人数を、2015 年度末の人数の 1.5 倍以

上とすることや、男性の育児関連休暇等（育児休業・子育て休暇・子の出生休暇）の累計利用

者数を過去３年間の３倍以上とすることなどを目標に掲げています。 

これまでも様々な取組みを行ってきたところですが、今後は、特に、長時間労働が女性行員

のキャリアアップの足かせとならないよう早帰りの徹底を図ることや、女性行員にキャリアア

ップの意欲を高めてもらうための取組みが必要であると感じています。 

 

人事部 能力開発センター 調査役 加藤 良明 氏 

人事部 人事企画課 調査役 葛西 良久 氏 

 

人事担当者の声 


